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るような行政サービスの構築

を検討したい。

　　政府が子育てＤＸとして

申請のデジタル化を示す中、

産後間もない母子が手続きで

来庁していることへの見解は。

　　手続きの簡素化に努め、

子供や子育て家庭に寄り添っ

た取組を進めたい。

　　人工衛星などを活用した

漏水調査の手法は、効率的な

調査・補修により、断水の未

　　出生の届出時に、必要な

手続きを紐づけする行政サー

ビスの在り方を考えるべき。

　　届出後の手続きを紐づけ

然防止につながると考えるが、

活用に対する見解は。

　　将来の民間活力導入時に、

調査精度や費用対効果などを

踏まえて手法を検討する必要

がある。今後も新たな手法や

技術について、積極的な情報

収集・調査研究に努める。

　　　　人口減少の中、行政

サービスの質を落とさずに提

供していくためには、様々な

ことを考える必要がある。

　最新技術を活用し、有効に

水道事業を展開するため、当

局も深く研究されたい。

育所等の待機児童解消及び教

育環境の充実に取り組む。

　　子育て支援等は、国が行

うべき施策として国に強く求

める必要があると考えるが。

　　住んでいる場所にかかわ

らない全国統一的な医療費助

成制度等を国や県に要望する。

　　発達障がい児等の支援の

状況と専門職員の配置状況は。

　　関係機関と連携・協力し

て相談等の対応を行っている。

　専門職の配置の拡充につい

ては、財源等を勘案し、その

必要性について検討したい。

　　大牟田市子ども・子育て

応援条例に基づく取組内容は。

　　子ども医療費・学校給食

費への支援とともに、学童保

　　大牟田テクノパーク周辺

のにぎわい創出への取組は。

　　住民、企業及び道の駅と

の交流、道の駅でのイベント

や魅力的な商品の充実等によ

り、来館者の増加を図る。

　　雇用確保や第一次産業の

従事者増加に向けた取組は。

　　官民連携まちなか再生事

業や企業誘致を進めるととも

に、新規就農者支援制度等の

周知で新規就農につなげたい。

出産後の各種申請
人工衛星とＡＩ技術を
活用した漏水調査

　　移住・定住支援策の取組

状況は。

　　お試し居住や住宅情報の

提供を行い、市内中小企業に

若者応援と移住・定住支援

未来を担う子どもを育む
ための市の方策について

就職した方などに対して、奨

学金返還支援や家賃補助を実

施している。さらに、県の移

住支援事業を活用し、県外か

らの移住者を対象とした移住

支援制度も実施している。

　　地方創生関係交付金の活

用事例は。

　　ソフト事業としては、イ

ノベーション拠点施設の運営

支援、情報関連企業等の誘致

などに活用。過去には、地方

創生ムービー「いのちスケッ

チ」を活用した観光プロモー

ションの推進やＳＮＳ等を用

いた情報発信などに活用。

　また、ハード事業として、

ともだちや絵本美術館の整備

にも活用している。

　　地方創生関係交付金の企

業誘致関連への活用状況は。

　　ＩＴ関連企業等の誘致に

向けた取組、具体的にはリー

フレット作成やアンケート実

施、ＩＴ関連企業等がオフィ

スを開設する際の家賃支援金

等の優遇制度に活用している。

市長公約の実現とまちづくりの考え方は

ともに、地域

企業のデジタ

ル人材育成な

どに取り組ん

でいるが、こ

れらに対する

考え方と取組

状況は。

　　地域企業

が持続的に成

長・発展していくため、企業

の生産性向上を促し、競争力

の強化に資する支援を図る必

要がある。そのため、企業の

技術開発や効率化に向けた設

備の導入支援及び地域企業の

デジタル化を支援するための

補助金のほか、人材確保支援

や企業からの相談支援などに

取り組んでいる。

　今後も引き続き、大牟田商

工会議所、有明高専及び地域

活性化センター等の関係機関

と連携しながら、地域企業の

支援に取り組む。

　　防衛省は、オスプレイの

佐賀空港配備に伴う駐屯地の

整備後、悪天候時には、久留

米市を含む筑後地区が飛行経

路に当たるとしている。

　そのことを踏まえ、オスプ

レイの屋久島沖墜落事故に対

する市長の所感は。

　　オスプレイの飛行再開に

は、今後の調査において機体

の安全性が確認されることが

必要であり、国の責任におい

て、国民の不安払拭に向けた

対応を行ってもらいたい。

　　２期目を迎える市長は、

大牟田の未来を拓き、有明海

沿岸のリーディングシティの

実現を目指そうとしている。

  その第一歩が、第７次総合

計画、アクションプログラム

及び令和６年度予算の策定と

思われるが、市長公約の実現

に向けた考え方やプロセスは。

　　若者が夢を持って働くま

ち、子育て世代に魅力的なま

ち、誰もが安心して元気に暮

らせるまちに加え、まちなか

を再生し活性化すること、災

害に強いまちにすることを掲

げている。

　現在、これらの公約を推進

するため、第７次総合計画及

びアクションプログラムの検

討、来年度予算編成を進めて

おり、財源や人員体制などの

精査を行っている。

　　イノベーション創出拠点

ａｕｒｅａを核として、ＩＴ

関連企業の誘致や、人・企業

の活発な交流等を促進すると

　　　　市民の安全・安心の

ため、本市における説明会の

実施、九州防衛局への説明会

の要請、福岡県主催の情報連

絡会への正式参加を要望する。

　　地域外の人材を積極的に

受け入れ、地域協力活動によ

って定住・定着を図り、地域

力の維持・強化を推進してい

くことを目的とした、地域お

こし協力隊の現状と課題は。

　　現在、１名の協力隊員が、

市公式観光サイトの記事作成

や市内での取材、情報発信な

どの活動を行っている。

　課題としては、活動期間が

まだ短いため、さらなるネッ

トワークづくりが必要。また、

必要な知識・技能等の習得の

ほか、活動終了後の起業に向

けた準備などがある。

　引き続き、それらに対する

支援を行っていきたい。

　　　　岡山県真庭市は、協

力隊退任後の定住率が全国平

均を大きく上回っており、退

任後も地域に根ざした活動を

展開している。

　岡山県真庭市の取組を参考

として、今後の制度の充実・

強化に努められたい。
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